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実質賃金改善足踏み

日本経済最大の課題として、「賃上げの効果が消費に

結びつかない点」がある。その主因は、物価上昇にある。

2025年は、食料品など生活必需品の価格が賃上げを

上回る上昇となり、給与等が上がっても消費を抑制する

結果となった。価格上昇による需要減を生み出すスタグ

フレーションの状況に陥っている。依然として物価を勘

案した実質賃金はマイナスであり、消費者物価と賃金の

好循環はまだ実現していない。(資料:厚生労働省)
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物価上昇安定方向

2026年も物価の安定は大きな課題であり、賃金と消

費の好循環が実現するかポイントとなる。25年の物価安

定の大きな要因は、ほとんどを輸入に依存しているエネ

ルギー価格の低下にある。世界経済の減速や米国の

シェールオイル生産拡大等で価格が低位にあるほか、円

相場も円安領域であるも安定していた。ドル建てが多い

契約通貨ベースと円ベースがともに若干の前年比マイナ

スで25年後半は安定した動向にあった。(資料:日本銀行)

企業生産マインド悪化

日本企業の生産マインドが悪化を続けている。2025

年以降トランプ政策の不透明・混乱動向等により、企業経

営の先行き不安が高まり生産マインドも悪化を続けてい

る。さらに、25年後半も金利上昇や物価高を反映した国

内経済の需要減が加わり企業の生産マインドが悪化し続

けている。26年経済は、企業マインドの悪化を世界経済

の減速、国内金利上昇の中で政策展開等により、どこま

で改善できるか大きなポイントとなる。 (資料:経済産業省)
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